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Ⅰ.問題の所在
1.資源の捉え方-分割や移転は困難である
鉱山 ･森林と､多様な都市機能の集積とは､資
源として見るとよく似ている､というと､いささ
か唐突な印象を受けるかもしれない｡普通､両者
は全く別のものと認識されているからである｡手
塚 (1988)によれば､両者は､細かく分割できな
い､その土地から引き離す事はできない､という
二つの点で共通している｡それをうまく活用する
事で経済的に価値の高い物を生み出せる､という､
資源として両者が共通する性質を持っている事は
いうまでもない｡工業国あるいは一国内の工業地
域は､付近もしくは国内に鉱山が無ければ遠方か
ら対価を支払って､さしあたり必要なだけの原材
料を必要量ずつ買い付ける事になる｡鉱山や油田
や森林をそのままそっくり自分の地域や国へ移す
事は､技術的にはもとより､制度的にも困難だか
吉 田 隆 彦
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らである｡かたや､都市の機能集積 (その中には､
質の高い労働力を大量に生産する高等教育機関や
高度の技術を生み出す試験研究機関もふくまれ
る)を十分持たない地域または国は､都市機能の
集積を一部分だけ切り取って来る事はできないか
ら､自らの必要とする資源 (情報も資源である)
あるいは製品を､必要な時必要なだけ買い付ける
事になる｡
交通 ･通信技術の高度に発達した今日､いわゆ
る距経の制約からは我々は随分解放された｡けれ
ども､資源の地域的遍在からは解放されたわけで
はない｡資源は固定したものではなく､歴史的に
変化して行くものである(手塚,1988)｡資源の意
味内容が変化すれば､それに伴って新しい資源の
地域的遍在が起こる事は十分予想される｡多くの
工業国が､産業不振地域や過疎地域で苦労してい
るのは周知の通りである｡すなわち高度に情報集
積が特定地域で進行して､資源の遍在が強化され
た結果であろう｡情報化が進んで都市で営業した
り生活したりがいよいよ必須だとすれば､地域格
差はむしろ広がった事になる｡
2.地域的多様性と異質多元性
熱帯雨林の無秩序な伐採が森林の破壊を招き､
その進行が砂漠を広げる異常気象や地球の温暖化
を招く一要因になるのではないか､と憂慮されて
いる｡工業国は対価を払えば､いままでは木材を
欲しいだけ手に入れる事が出来た｡日本は年々約
4,500万立米を輸入して､世界の輸入量の4分の1
を占める､世界一の木材輸入国である (表-1,1
-3)Oそのほとんどが､用材として建築用や製紙
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表1-1 世界の主要木材輸出国と輸入国 (1986年･1,000立米)
輸 出 国 数 量 輸 入 国 数 量
カ ナ ダ 43,260 日 本 46,455
ソ 連 26,312 米 国 36,411
米 国 25,990 中 国 13,018
マ レー シア 22,242 イ ギ リ ス 8,412
スウェーテン 9,134 西 ド イ ツ 7,348
フィンランド 6,078 スウェーデン 7,116
インドネシア 2,406 カ ナ ダ 6,782
フ ィ リピン 847 フィンランド 5,280
矢野恒太記念会 ｢1989日本国勢会｣Eg勢社による｡
表 1-2 8本の用材丸太の輸入量 (1,000立米)
1980年 85年 88年
世 界 計 117,868 109,438 134,037
日 本 53,911 47,172 54,032
表 1-3 日本の製材､ベニヤ用丸太の輸入量 (1,000立米)
1980年 85年 88年
世 界 計 70,297 62,980 6,605
日 本 36,374 27,853 28,500
表1-2､1-3とも､農林水産省統計情報部(1991)｢国際農林水産統計｣
による｡
用に向けられる｡一方で開発途上国の多数の人々
は､乏しい生活用燃料に苦しんでいる (図-1)0
伐採される木材のほとんどは生活用燃料であり､
かつての日本でもそうであった様に､そこでは森
林の再生産が考慮される余地はほとんどない｡図
-1は簡単ながら､多くの情報を伝える｡まず､
｢南｣側の国々で森林伐採量が1億立米レベルを
越えて多い､5カ国のいずれもが右-のシフトが
大きい｡これよりは伐採量は一桁少ないフィリピ
ンからスリランカまでの7カ国でも右へのシフト
が大きい｡マレーシアだけが左に寄っているが､
これは同国が用材のほぼ全部を輸出に向けている
ためで､実質的には上記7カ国と同じと見なくて
はならない｡国内に南北問題を抱えるイタリー の
様な場合も無くはないが､これらとは対照的に工
業国は一様に大きく左に寄っている｡図に現れた
南北問題といえるだろう｡これら工業国は早くか
ら自国内の森林の管理や育成には意を用いて来て
おり､手持ちの森林資源はそれなりに豊かと見て
よい｡ところが庶民でなくとも途上国の多くの政
府は､社会経済システムの近代化 ･高度化の一刻
も早い達成のため､伐採したくはない森林を伐っ
ている実情にある(E.P.エックホルム,1986)｡森
林は資源には違いないが､遠方にあって､ただ買
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図- 1 主要国の木材伐採高と薪炭利用率 (1987年 ･1,000立米)
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付けをすればよいだけの国 (地域)と､伐採を進
めている地元の国 (地域)では､その意味が全く
異なったものとなる｡いわば外在する南北問題で
ある｡この様な中で､日本は今日大量の木材の輸
入国である半面で､光と水と土に恵まれた国土の
上に､集約的な土地利用の伝統や独特の山村の生
活文化によって築かれた､世界でも有数の豊かな
森林資源を持つ国でもある｡かかる長期にわたる
営々とした森林造成の歴史と山村住民の努力とを
忘れ､今日都市側の住民は自然保護を唱える人々
も含めていわば一方的に森林と水源のある山村に
熱いまなざしを向けている(藤田,1982)｡それは
あたかも､iB_帯の工業国の人々が､自らとの関わ
りにおいての歴史を深く省みる事なく一方的な熱
いまなざしを熱帯雨林に注いでいるかの如くであ
る､と藤田は指摘している｡即ち資源をめぐる我
々の認識の内にも南北問題が存在する｡
資源は､社会的また環境的な内容から､公共財
と非公共財とに分ける事ができる｡資源を公共財
として扱う思考の枠組みは､しかし今日なお､十
分発達している訳ではない｡学問的に多数の人々
を納得せしめ得る思考の枠組み-理論が十分では
ないのにどうして人々にある行動を起こすよう求
められようか (P.Wノ -ヾクレイ,D.W.セクラ
ー,1975)0
このように資源は環境問題とも､さらに南北問
題とも深く関わっている｡資源問題が地域的に多
様であり､また複雑で異質多元である所以である｡
以下では資源に関わる問題を､『南の国』のそれと
『北の国』のそれとに分け､それぞれの事例を考
察してみよう｡
ⅠⅠ.『南の国々』の資源問題
1.資源と国際環境
1970年代半ばのオイルショックは､我々 『北の
国々』をして､省エネルギー行動をとらしめ､備
蓄をすすめさせた｡しかしその時､開発途上国の
中は､国際社会のサバイバルを乗り切る切り札(石
油)を持つ国と持たない国とに､立場がはっきり
分かれた｡これによって顕在化した後者の国々の
より一層の経済的困錐を人々は ｢南々問題｣と呼
んだ｡南々問題の存在が指摘されて20年近く経て
いるが状況に大きな変化は見られない｡そのよう
な国の一つであったインドは石炭を鉄道等で積極
的に使って石油への過度な依存を避けながら国内
油田の開発に努め､1970年には680万tにすぎな
かった産油量を1986年には､3,100万tに増やし､
インドネシアやマレーシアに匹敵する産油国へ脱
皮した(ボンベイ沖の大陸棚油田の開発)｡またか
ってのインドと立場を同じくしていたフィリピン
が火山国であるところから地熱発電に熱心に取り
組んでいる事はよく知られている｡国際協力が喧
伝されるなかで二つの国は必要な殆どを自力で賄
うしかなかった｡
いっぼう開発途上Elではあるがインドネシアは
様々な資源を ｢持てる国｣のいわばチャンピオン
である｡
インドネシアの対日貿易をまとめたのが表-2
である｡
表-2でも明らかだか､インドネシアの輸出の
ほぼ半分が日本向けである｡その日本向けの輸出
額の74.4%が液化天然ガスを含む石油類である｡
石油類に加え､日本にはさらに合板､木材､アル
ミ地金､銅鉱､ニッケル鉱が輸出されていて､こ
れらの給餌は7,396,145千 ドルになり､インドネシ
アの輸出総額の43.2%に達する｡日本の1987年の
輸入総額は149,515,000千 ドルで､日本からみたイ
ンドネシアは輸入総韻の5.6%にしかならないが､
インドネシアにとっては､大幅な貿易黒字を生み
出す日本市場は得意先中の上得意という事になろ
う｡のみならず日本に様々な天然資源を売って､
その事で初めて経済がいわば円滑に運営されてい
るのである｡1987年に日本が輸入 (金額でカウン
ト)した原油の､22%がサウジアラビア､19%が
アラブ首長国､インドネシアが13%､中国が8%
の内訳であった｡同様にして液化天然ガスはイン
ドネシア53%､マレーシア20%､ブルネイ17%で
あった｡｢持たざる国｣日本に対してインドネシア
はそれこそ絶好の切り札を何校も持っているとい
ってよい｡
ところで開発途上国に属する主な産油国の-人
当たりGNPとその変化は表-3の様である｡
単純に数字を並べただけだと､件のインドネシ
アはいかにも貧しい､という印象を受けがちであ
る｡ナイジェリアもインドネシアも国土は広大で
生活環境や生活様式は実に多様である｡ことにイ
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秦-2 インドネシアの対日貿易 (1987年,1,000ドル)
a)インドネシアの輸出総額 17,136,000
b)a)の内村日輸出額 8,427,310
C)日本からの輸入 2,989,982
d)日本-の輸出 8,427,310
e)d)-C) 5,437,328(対日出超額)
f)d)の内石油類 6,267,027(対日輸出の74.4%)
矢野恒太記念会 ｢1989日本国勢図会｣及び｢'90ノ91世界国勢図会｣国勢社より
作成｡
表-3 発展途上国産油国の一人当GNPの変化 (USドル)
JohnPaxton(ed.):TheStatesman'sYear-Book1987-88及び1990-91.Mac･
milanReferenceBooksより作成｡
ンドネシアは典型的な島しょ国家で生活文化の地
域差は大きい｡天然資主原の加工や輸出にとくに関
わらないでもどうにか生活できる人々が多数存在
する事が､小さなGNPの背後に存在する事をこ
そ､思い浮かべるべきであろう (今田,1990､石
井米雄ほか,1991)｡だがしかし､この国では高校
や大学卒業者の前途はまことにけわしい｡1980年
代半ば､失業者数は300万人を越え､失業率は5%
に近い｡失業者を出さないで済ますには､若年労
働者のために年々180万人ずつ新しい職場を容易
しな くてはならない (InstituteofSoutheast
AsianStudies1986)｡先には ｢南々問題｣にふれ
たが､インドネシアを含む南側の ｢持てる国｣と
いえども､工業国中心の国際経済の枠組みの中で
は､決して強い立場にあるとはいえない｡表-3
に示した-人当たりGNPの変化については､細
かい解析はここでは出来ないが､開発途上国の国
際経済における不利な立場が一向に改まってはい
ない事実だけでは確認しておきたい｡資源を持っ
ているだけでは､何等豊かさの保障にはならない
のだ｡工業化や社会 ･経済システムの高度化､近
代化は､国民経済の発展や民衆の生活向上に必須
である｡インドネシアでもそうした考えで政策を
遂行してきた｡ところがそのためにも､途上国は
農林業や鉱業に多くを依存する事から始めなくて
はならない(石井米雄ほか,1991)｡資源の国際相
場の変動はこの国の経済運営をいつも大きく揺さ
ぶってきた｡ところが石油の日本市場をめぐって
は､中国がOPECのアウトサイダーであるとこ
ろから､競争が次第に賎烈になっている｡いっぼ
うナイジェリアはアフリカ大陸の人口の約1/4
を擁し､また埋蔵量では世界の十指に入る油田を
持つ､いわば赤道アフリカの大国である｡ところ
がその ｢国｣の運営をめぐってはビアフラ戦の如
き内部の紛争が絶えない｡ヨーロッパ列強の ｢置
き土産｣の罪はあまりにも深い｡それはさて置い
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表-4 ナイジェリア経済と石油輸出 (100万ナイラ)
'86 '87 '88 '86 '87 '88
輸 出総 額 8,920.5 30,360.6 33,138.1 100% 100% 100%
石 油 類 8,368.4 28,208.6 29,292.7 93.8 92.9 88.4
農 林 産 物 407.2 1,588.5 3,209.6 4.6 5.2 9.1
ても､国の経済の石油への依存が極めて大きく､
不安定な輸出構造になっている(表-4)｡Suleは
ニジェール川河口部の産油地帯で進む国土の荒廃
と貧困の拡大再生産を描き､｢南の国｣の中でも激
化 している南北問題に注意を喚起する (Sule,
1982)｡一次産品の生産を他の地域に委ね､自らは
自分のペースで工業化を進めばよかったかつての
先進国の立場には置かれてはいないのが､今日の
途上国をめぐる国際環境なのである｡
2.固有の枠組み
天然資源は､実は広い意味の資源の一部に過ぎ
ない｡インドネシアに限らず､今日の開発途上国
の多くが､天然資源を手元に持ちをがら､一般民
衆の生活向上にこれを生かす方式を容易には見出
だせず苦悩している｡
都市の収容力に限りのある途上国では､工業国
のそれのような機能をそこににわかには求め稚い｡
多数の非都市居住者が恩恵に浴せる様な開発方式
は欧米や日本の様な工業国が達成した方式とはか
なり異ならざるを得ない｡独自に編み出される方
式とは､では何か｡
Odingoは､我々の考える様な資源のカテゴリ
ーから少 し維れた考察を要求する (Odingo,
1981)｡手がかりは人口の分布 と生活様式である｡
多くの開発途上国では多数の人々が依然農業で暮
らしを立てている(人口分布)｡そこでは農作物の
残梓や家畜の排せつ物がかなり出る (生活様式)0
これを利用して燃焼効率を高める工夫をこらす方
法がある｡麦がら,野菜の屑,家畜の糞等をガス
化する器具を改良すれば､高いカロリー が得られ
るし､燃料の節約も出来て､残りを肥料にまわせ
るだろう｡1950年代の日本の農 ･山村では､燃料
Sule,R.0.(1991)による｡
を節約出来､場所をとらない改良型かまどが普及
浸透しつつあり､台所の配置にも変化が起きてい
た01960年代のプロパンガスの急速な普及の前に､
こうした準備段階があったのである｡表-5は､
途上国のエネルギー利用とエネルギー源の内容を
見たものである｡
これによっても､資源なる物の意味内容に我々
の世界とは大変な隔たりのあることが実感されよ
う｡彼ら途上国の一般庶民にとっての省エネとは､
まず何よりも穀物層や樹木燃料や畜糞の節約と効
率の高い利用法の工夫なのである｡
Odingoはさらに､資源には食糧も含めて考え
よ､ともいう｡輸出用農産物の栽培に力を入れて
来たアフリカの国々は､僅かな気候変動でもたち
まち飢餓に見舞われる事が多い｡必要最小限の食
糧を確保するには､1975年から90年までの間に輸
出用農産物に向けられている土地のおよそ3分の
1を食糧用に転換しなくてはならない､という｡
熱帯特有の森林の背後にある土壌や気象､水文は､
冒頭の事例にしたがえば､分割も移転も容易には
出来ない､熱帯に固有の資源である｡それをどう
使うのかが問題なのである｡従来､最も条件のよ
い土地が輸出用作物の栽培に向けられてきたのを
食糧生産に当てるというのは､たとえ零細でも自
給的でも自分達の生活に直接必要な食糧生産のた
めに働 くのだから､それだけで一種の雇用機会に
なるのである｡
ラテンアメリカの大国ブラジルでは､エネルギ
ー供給戦略の一環として1970年代から ｢アルコー
ル作戦｣が実施されて来た｡そこでは伝統的な自
給作物が犠牲にされ､アルコール用砂糖キビの作
付が強行されて､農業や農村に不安状態をもたら
している｡自給的食糧の犠牲は､官庁の役人や大
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表-5 途上国の1人当エネルギー利用とエネルギー源内訳 (1,000kcal)
地域 非 都 市 中 国 北部 非 都 市
利用源 イ ン ド 河 南 省 ナイジェリア バングラデシュ
人 力 0.67 0.64 0.61 0.67
~畜 力 1.00 0.92136923 0.13 1.00樹 木 燃 料 286 1 270 093
穀 物 層 1.16 1.65
苔 罷 0.67 0.57
電力 .石油ガス等 0.75 0.37
土地所有者には "進歩"や "成果"であっても､
生活の糧が無くなる農民のは不安材料なのである｡
80年代半ばから､様相に若干の変化が見られる｡
この国も自力で国産原油の開発に尽力した功あっ
て､サントー メ岬の沖合で採掘が軌道に乗ってい
る｡
同じ天然資源でも､工業国のそれと途上国のそ
れとでは､意味内容が違っている事を重ねて強調
しておきたい｡
Il.F北』の国 ぐにの資源問題
自由主義の政治経済システムが典型を示す形で
高度な発達をみたアメリカ合衆国で､水資源問題
がどの様に発生し､どう推移し､そして今日どう
解決されようとしているか､を見ることは､資源
問題を理解する上で豊かな示唆が得られるものと
筆者は考える｡
1.アメリカ合衆国乾燥西部の水問題
アメリカ合衆国は西経100度を境に.して､新しい
歴史と急速な開発に彩られた､しかし水には恵ま
れない17州と､歴史が古く水の豊かな東部31州と
に分けられる｡年降水量が西経100度を境に500mm
を割る事は我々もよく知っている｡乾燥がちの西
部では降雨の約70%は蒸発散で大気にもどって
しまい､残った30%のうちの1/4だけが河川の
表流水や地下水の形で利用されている｡利用され
る水の量は1日当たり6.27億 tに達するが､その
内港慨用水は5.52億 tで断然多い｡1900年には17
州で280万haの濯概農地は1983年には､2,000万
Odingo,R.S.(1981)による｡
haに達して､最近まで乾燥西部の水問題は農業用
水の問題と同義語の観があった｡濯概用水5.52億
tに対して､生活及び都市用水0.29億 t､工業用
水0.17億t､発電と鉱山用水が0.18億 tであるか
ら､農業用水の節約は非常に大きい意味を持って
いる (Sukwal,1987)｡
2.水利転用(WaterTransfer-水資源の再配分)
冒頭にも述べたが都市への様々な機能の集積や
都市間の連係が形成する都市システムは､簡単に
はその土地から引き艶す事はできないO同じ事は
また高度に発達した濯概農業にも､あるいはシリ
コンバレーの様な工業集積地についてもいえる｡
そうすると､水の源であるシェラネバダ山脈への
降雪も､降雪ごと都市や農地の傍らへそっくり移
すのは不可能だから､都市や農地がその時その時
に､必要な量だけを水路で輸送(トランスファー)
する事になる｡
しかしここに土地の所有権や利用権がからんで
くる｡水源地やその近くには多くの場合牧場か農
地か､あるいは水力利用の製材所とか金の鉱山等
があって､すでに水を利用する権利 (水利権)が
先行して成立していた｡そこで後発の水利用者と
の間には､いろいろな利用協定が結ばれる事にな
った｡最も一般的なのはダムを建設し､先行水利
権者に必要な水を取らせた後､余剰水を後発の都
市側が取る､という場合であった｡しかし20世紀
初めのロサンゼルス市がやった様に､協定の成立
までには紛争が起こったり長い時間がかかって面
倒だ､とばかり､オーエンス川に治った水利権の
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ある土地を予め秘密裡に買収してしまい､反対す
る水源地の住民を封じ込めねじ伏せてしまう､と
いった場合もあった｡こうして出来たのが1913年
のロサンゼルス水道であった (白井,1987､
Sukhwal,1987)｡だがオーエンス渓谷からの過剰
な取水はオーエンス湖を間もなく消滅させ､さら
にその上流のモノ湖をも危機に追いやっている｡
アメリカ合衆国西部では19世紀後半から､既存
の水利権の調整や新規の開発に､関係する地域の
住民で組織するWCD(WaterConseⅣancyDis-
trict-水管理区)が当たってきた｡WCDが新し
い事業をはじめようとする時､必要な資金は普通
は起債で賄われる｡WCDは起債に際して事業の
内容を住民によく説明し､承認を得なければなら
ない｡ある地域の水開発が､その州にとっても重
要であると認められた場合､その事業は州の全面
的な援助が受けられる｡水の開発や利用をめぐる
争いは､個人間や小団体間の折衝で決着がつくも
のから､法廷で争われる場合､あるいは議会の立
法措置でやっと決着のつく場合と､規模､内容と
もに実に様々であった｡争いが決着をみるまでの
過程の背後には､｢水利権を手にしているという好
機を十分に生かさないのは罪悪である｣という､
いかにもアメリカ合衆国らしい哲学かあった｡水
争いの中でカ州は､上流側の余剰水を下流側が使
うのは当然だとして､下流3州の分水協定 (カ州
分 53.52億t/年､アリゾナ州分34.54億t/年､
ネバダ州分3.7億t/午)で決められた分を越え
た余剰の水を積極的に使って､3州間の最終的合
意の成立するより先に水利用を先行させていったo
Lかし下流区の協定では､余剰分はカ州とアリゾ
ナ州とで均等に分ける事になっていたから､当然
アリゾナ州との間に論争が起こった｡アリゾナ州
はついに1952年に､1922年協定の違反であるとし
てカ州を連邦裁判所に告訴した｡水利権が法廷で
争われる場合､個人間や小さな水利団体間の紛争
だと､持っている水利権を有効に行使していない
か､またはしっかりした水利用計画を持たない方
が不利になる事が多い｡カ州は上流区から余った
水が来る以上は､割り当て量を越えて水を使って
も将来的には ｢解決｣される､と読んでいた様で
ある01964年の連邦裁判所の判決はカ州に､1922
年のコロラド川協定に戻って水利権の設定をする
よう命じた｡判決はカ州に厳しかった｡
問題を複雑にしたのは､1968年の連邦議会での､
｢セントラルアリゾナ水利事業計画｣が､連邦の
事業として遂行される事の承認であった｡カ州は
この事業によってアリゾナ州がコロラド本流のパ
ーカーダムから取水を始める1985年までは､取り
あえず余っている水の内､12億t/年だけ余計に
取水を続けてよい､とされた｡しかし1922年の水
利協定で決められた権利分を越えて取水を続けて
いるカ州には､既存の水利用実績を1985年に白紙
に戻す姿勢は全 く見られない｡そのままでア リゾ
ナ州が水利権どおり目一杯の取水をパーカーダム
から始めれば､干ばつの年にはそれより下流のイ
ンペリアルダムからの取水や､メキシコ方面に深
刻な影響が出るだろう｡コロラド川には､水利権
が過剰に設定されてしまったのである (Over-
Alocatedの状態という)｡コロラド川をめぐる争
いは深刻さを増して今後も続いていくと思われる｡
我々はともすればロサンゼルス水道 (1913年完
成､モノ渓谷からロス市まで延長483km､1日当た
り約100万tの送水量)やフウバーダム-ミー ド湖
(1936年完成､有効貯水量36億 t､東京都の小河
内ダム-奥多摩湖の200倍)の壮大さだけに目を奪
われがちである｡壮大さだけを成果と考えがちで
ある｡だが水利権の配分の様な難しい問題が繰 り
延べられて来ている事実も認識しておく必要があ
る｡
4.解決の方法を求めて
水利権の競合が次第に厳しくなる中で､アメリ
カ合衆国ではどの様な解決策が採られようとして
いるのだろうか｡Sukhwalの整理に従って展望を
してみよう(Sukhwal,1987)｡ロサンゼルス市に
は､オーエンス渓谷から過剰な取水を続けて､オ
ーエンス湖を干上がらせ､かつモノ湖をも滅亡の
瀬戸際へ追い詰めてきた ｢前科｣がある｡しかし
ロサンゼルス市を含めたカ州南部地方では州内の
水源地に対し､あるいは他の州に対して極めて強
い姿勢で臨んで来た｡その背後には ｢カ州の住民
の60%は州南部にいる｡また州の364万haの農地
の内97%までが土壌の豊かな南部にある｡水を引
いて土地を活用すれば年々10億 ドルに達する売り
上げが見込まれる｡与えられたチャンスを､送水
-131-
356 長野大学紀要 第13巻第4号 1992
を拒んで生かさないのは､罪悪である｣という論
理である｡実はこの論理が､今日北半球の工業国
の国際会議における経済論理と同一のものである
事に､読者はすでに気ずいているであろう｡
ところが､それだけ多くの水が本当に必要なの
かどうかについて､いままでの強引な水開発政策
の反省も含めて､再検討が始められている｡
吟味されている第-は､濯概用水の使用方法の
検討である｡カ州は､農民票が多い事もあって､
農業には様々な保護政策が講じられて来た｡水の
供給単価もその一つであった｡今日農家が支払う
水料金は1,000t当たり4.05ドルであるが､実際に
かかっているコストは1,000t当たり263.48ドル
である｡すなわち今日まで農家には､州や連邦か
ら莫大な補助金が与えられて来た｡濯概方法には､
地表法､散水法､ ドリップ法の三つがあるが､地
表法は大量の水を消費するの加え､塩分の地表へ
の集積をもたらす弊害がある｡農家はしかし､水
料金が安いために､節水技術の取り入れには熱心
ではなかった｡一番優れた方法はド)ッ70方式で
ある｡イチゴ栽培の場合だと地表法の45%の水量
ですむ上､30%の増収になった､という｡しかし
1ha当たりの設備費が2,470ドルかかるため､価
格競争を強いられる農家はこの方法の採用に消極
的にならざるを得ない｡この様な場合の妥当なポ
リシーとしては､補助金をドリップ法の様な節水
技術の普及に当て､なおかつ農家には高い水料金
を課する､というものであろう｡水料金が高けれ
ば農家は節水方法を真剣に考えざるを得ない｡
吟味されている第二の点は､水の再利用の促進
である｡ロサンゼルス市下水道局の扱う1.08億 t
/日の下水の内､1/3は工業用水として再利用
が可能であるという｡まさに ｢利用可能な資源を
放置しておくのは罪悪だ｣という事だろう｡
第三は海水の淡水化である｡すでに1982年に米
国全域に335のプラントがあった｡その大部分はカ
州とテキサス ･フロリダの､三川にあった｡工業
用のものが多いが､その後の実験では､人口1,000
人程度の孤立している都市ならば十分採算が採れ
るという｡乾燥地に長い海岸線を持つカ州では実
現性がかなり高い技術である｡
第四はアリゾナ州で積極的に進められて来た地
下水の有効利用の促進である｡1980年代のセント
ラルアリゾナ水利事業まで､アリゾナ州はほとん
どの水を地下水でまかなって来ていた｡そのため
過剰な揚水の弊害も早くから現れていたoア1)ゾ
ナ州当局は1930年代に､｢2025年を目標に地下水利
用量を降雨量の枠内に抑える｣利用規制を政策と
して採用したoそれは,地下水の過剰な利用によ
る弊害の生じている所では新規の井戸の掘削は禁
止され､また地下水を利用する農家には､地下水
の水位の維持を義務付ける､というものであった｡
さらに地下水利用者には利用税が課せられた｡こ
の様な規制の実績を基礎に､1980年から一段と厳
しい利用規制が上乗せされた｡すなわち､所有者
の如何に関わりなく､農地は-区画毎に､1975年
から80年までの利用実績に基いて地表水か地下水
かのいずれを問わず利用量を決定される (使用可
能量の総量規制)｡それを守れない農地は､州によ
って差し押さえられる｡これで余った水は農家が
農業を継続する意思が無ければ優先的に-イテク
工業にまわす､というものであった｡
第五は､乾燥の激しい地域に大きなダムを作る
事が合理的かどうかの吟味である07ウバーダム
ミー ド湖､の表面から蒸発で逃げる水は1,800mm
/年という｡これは我が国の年平均降水量にほぼ
匹敵する値である｡75州内には自治体や州の手に
なった貯水池は1,100､連邦によるものは150を数
えるが､貯留される水のおよそ1/3は蒸発して使用
される前に逃げてしまっているという｡
第六は､都市用水の原単位を最大限200ガロン/
日･人 (約900リットル)と見積 り､これ以上の大
きい値は水需給計画では採用しない､とした事で
ある(Engelbert,1982)｡200ガロンは一見大きい
が､米国の一般市民は生活用水の半分ほどを花や
植木にやっているので､実質は現在の日本(450リ
ットル)とかわらない｡我が国の水需給計画では､
原単位の上限はいまだにはっきり設定されていな
い｡水道料金も生活必要分以上を浪費すれば割高
に付く､という体系にはなっていない｡つまり日
本では水資源に対する哲学や政策がいまだ明確で
はない｡アメリカ合衆国の事例を以て範となすべ
きであろう｡
5.日本における水資源問題
ここでは水の､資源としての扱いが最も一体的
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にすすめられていると見なしてよい､琵琶湖の上
水道事業の場合 (秋山,1990)と､長良川の河口
堰 という形の渇水対策の妥当性が問われる場合
(伊藤,1991)の二つを吟味しよう｡
琵琶湖沿岸他方は､特に湖東方面に典型の見ら
れる､下水道を含めた都市用水にとっては大変特
異な区域である｡湖畔の市町村では高度成長期を
通じて京阪神方面からの工場進出がすすみ､上水
道の普及率の上昇や原単位の増大に伴って､いま
までの湧水や伏流水だけでは需要をまかなえなく
なって来た｡そのため給水体系の広域化が進んだ｡
こうして､量的には極めて安定している湖水が次
第に水源の対象とされる様になった｡今日では湖
に按するほぼ全部の市町村が､地表水もしくは地
下水と組み合わせるという様にして､何らかの形
で湖水の水を取り入れている｡水道経営の広域化
は結果として湖水-の異存を高めた｡そして一方
に､従来からの区域で給水事業を続ける市町村の
水道､他方に原水を末端の市町村にいわば卸し売
りする広域水道企業団が併立し､給水事業は複雑
化していった｡湖の水は飲料とするにせよ､廃水
を希釈したり排水を受け入れたりするにせよ､も
しくは下流の京阪神のダムとするにせよ､いろい
ろな意味で一体をなすものであるO秋山の分析の
対象にはこの時は上がらなかったが､下水道の整
備も含めて､原水の供給主体が複雑化している事
はたしかに問題であろう(秋山,1990)｡けれども
琵琶湖は､おそらく日本では初めての､行政や住
民団体による取り組みや運動が最も意識的 ･集中
的に行われて来た所であろう｡湖水に対して行政
はもとより住民の参画によって実質的にはアメリ
カ合衆国のWCDに近い内容の対応を進めて来た
ように思われる｡冒頭には ｢特異な｣と述べたが､
実は特異であってよい訳がない｡水を資源として､
飲用から廃水まで一体的に扱う必要に迫られてい
るのは､琵琶湖だけではないのである｡先進的な
一つのモデルの創造が､琵琶湖のとりわけ住民に
期待されている､と思われる｡次に渇水対策とし
ての河口堰に注目するのは､これが一種のトラン
スファー問題を提起するからで､米国のWater
Transferが形を変えて､日本にも現れようとして
いるのではないか､と考えられるからである｡伊
藤は､近年水資源開発の一方法として､通常のダ
ムの他､異常渇水時だけのダムを作ろうとする動
きの見られる事を指摘している｡伊藤はしかし､
それは既存の水利権の枠に縛られた開発方法の延
長線上に作られるものにすぎない､と述べる (伊
蘇,1991)｡第-に､既存の水利権の中には､節水
の余地がまだかなり有る｡第二に､節水により､
既存のダムの容量をもっと有効に使い､増えたス
トノクをもって異常渇水への備えが可能となる｡
実現の可能性の高いものの例として､転用されて
しまった農地で使われていた濯概用水の転用が考
えられる､としている｡伊藤はまた長良川河口堰
についても触れ､特に農業用水は取水され利用さ
れた後で同一又は異なる水系に戻って来る事､そ
の故にたしかに河口付近に再利用できる水が存在
する事､しかし河川維持用水を流し続けるために
は､河口で取水するよりも､水利用方法の技術的
検討や節水で生じた余剰水を上流のダムにストソ
クするべき､としている｡
無燐洗剤の利用が地域的にまとまった最初の市
民運動となったのは琵琶湖の沿岸であった｡水を
汚さない工夫はそのまま節水につながる｡河口堰
の吟味も､要は水の節約である｡我々が工業国の
住民だから節約も可能なのだ｡途上国の貧しい人
々に､伐採の制限や燃料の木材の節約を説くのと
は全 く意味が違う｡水に限らず､工業国の住民の
責任は実に重い｡
Ⅳ.まとめ
この様ないくつかの水に関する米国のポリシー
から､さらには日本の研究者の提言から､資源問
題として､我々は次の二つを学ぶ事が出来る｡第
一は､価格設定によって資源の合理的な利用を促
す行き方である｡第二は､アリゾナ州の実施して
来た規制が示唆している様な､水を公共財として
扱う制度的枠組みの構築である｡そして最も大切
な事は､双方が共に､市場経済の作動の原理を巧
妙に利用している､という事である｡
木材資源や石油資源についてはさすがに最近の
わが国でも故紙の再利用や食品トレー回収の努力
が始まっている｡反復して利用できる物はりっぱ
な資源である｡米国市民の経済哲学によれば､資
源として繰 り返して利用できる物を捨ててしまう
のはまさしく罪悪である｡市民が気がるに捨てる
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ゴミには､実は処理というコストがかかる｡ゴミ
を処理しなければ市民生活を円滑に維持出来なく
なるのだから､つまり市民生活の再生産のコスト
としてゴミ処理の費用があるのだから､不心得な
ゴミの出し方をする市民には厳しい経済罰が科さ
れてしかるべきなのだ｡モラルではなく､経済原
理の問題である｡ゴミ処理の総コストを減らす事
は市場経済の論理と全 く一致する｡不心得な市民
も高い罰金を払うよりは予めゴミをきちんと選別
して処理に出す方が安 くつく事をやがて知るであ
ろう｡モラルの問題ではないのだ｡
公共財として扱われるべき資源は水からさらに
森林にも拡大されるべき段階に至っている｡森林
を公共財として扱う枠組みもやはり市場原理であ
ろう｡森林を破壊してしまった後の修復のコスト
(けた違いに巨額の費用になるだろう)を考える
と､森林を壊さないでその機能を維持した方が安
くつく事はだれもが認めるだろう｡だから､札束
で途上国の為政者の頬をたたき､木材を大量に買
い付けるがごとき行動が､もし､あるとすれば､
それは､実は市場経済の庶理とは相容れない事な
のだO国際化時代といわれる今日､市場経済の原
矧 ま実に多くの事を示唆してくれるのである｡蛇
足ながら､強者の､弱者に対する ｢自由｣や ｢市
場原理｣の押し付けは､本来の自由主義とは無縁
のものである｡世界史において､本来の自由主義
が､只の一度でもよい､今までに実践された事が
あったであろうか｡
恥しい事だが筆者は資源問題を研究対象として
はあまり深く考えた事はなかった｡本稿はむしろ
筆者自身の問題の整理のためのものでしかない｡
執筆の機会を与えて下さった長野大学紀要編集委
月会の先生方にこの場を借りて心から御礼を申し
上げます｡
(よしだ たかひこ 非常勤講師)
(1991.12.lo受埋)
Summary
AReviewonStudiestreatingtherelations
betweentheResourceManagementandDevel-
opment,EnviromentalProtectionsandthe
North-SouthProblems
TakahikoYOSHIDA
Thispaperaimedtomakeclearthemutual
relationsbetweenthemeansofenvironmental
protection,resourcemanagement,andthe
world-widescaleNorth-Southproblemsbyrevi･
ewingseveralresearchpapers.Wecanfind
manycasesfromtheresourceextractionsand
lumberingdeforestationsandresultingenviron･
menaldisruptionsintheThirdWorlddevelop･
ingnationsshowingthenatureoftheproblems'
interdependenciestypicaly.Forexample,those
nationsareoftenlumberingtheirforestsunwilト
inglytorecoverthedeficitsoftheirbalanceof
inernationalpaymentsderivedfrom the
enforcementunproper,non-originalbutseem･
inglygranddevelopingprojects.
Recentlysomecorrectivemeasuresandsteps
aretakeninsomecountriesbutwithlittle
enoughperformances.Japanisnow thetop
timberimporterintheworldandwithalfertail
mountainlandandalotofforest,thereisnot
moreofatimberindustrywithinherterritory.
Ithavebeensaidthatbecauseimportedtimber
ismuchcheaperthandomesticone.Japanese
industryhavebeenprosperousattheexpenseof
theheavyscaledestructionoftheforest
resourcesbelongingtotheThirdWorldnations.
Ontheotherhand,concerningthesubjectof
waterresourcedevelopmentandmanagement,
theU.S.Showsvarioussuggestiveandinterst-
ingtransactionsthroughthelongfought-over
histryforwarerresourcesthatisbecoming
gradualyscarceintheirterritory.Thekey
wordofthatis,SAVING.
We,thepepleofhighlyindustrializednations,
mustconsiderthefactthatwehavenolonger
anyrighttoexhaustmanyInvaluableresources
ontheworld.Wemustexamineour"modernM
lifestyleaccompanyingwastefulresourcecon-
sumptions.
英文要旨の元となった和文 :
本論文は資源開発と南北問題および環境の破壊
とその防止策のそれぞれが互いにどう関連してい
るかを､文献を整理する中で明らかにしようと試
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みた｡途上国の森林の過剰な伐抹は､不適当な国
家的開発計画を強行したために生じた財政赤字の
補填の必要から起きてお り､環境破壊の背景に南
北問題のある事を示す｡森林以外の資源開発にも
それは共通する｡日本は国内に豊富な森林資源を
もちながら､外材の輸入の方が割安であった事か
ら今 日では世界一の木材輸入国として開発途上国
の森林破壊に関与して来た｡
一方アメリカ合衆国は､水資源の開発や利用を
め ぐっての長年の紛争の経験から､示唆に富むい
くつかの解決方法を兄いだして来た｡今 日その要
点は ｢節約｣という用語に集約される｡
我々工業国の住民は地球の環境とその資源をま
もるには､｢近代的｣な資源浪費の生活を根本的に
見直す必要に迫られている｡
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